
事務事業名

建設部建築指導課

計：

改善方向性決算額
シート№

コスト 成果8,086

（単位：千円）

事務事業評価一覧（課別）

令和7年度

↑→1802054 建築物耐震改修促進事業 231-01

→→7,9062058 空家等対策事業 233-01



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

***

***

***

向上する余地はある

影響がある

市が実施することは妥当である

結びついている

0

高齢者であっても耐震改修工事を行いやすくするため、独立行政法人住宅金融支援機構による高齢者向け耐震改修融資の
利用対象証明書の交付事務の導入検討を行う

2022件補助金の交付件数（耐震改修）耐震改修がなされる

0000件補助金の交付件数（耐震補強設計）耐震補強設計がなされる

4363件補助金の交付件数（耐震診断）耐震性の有無が分かる

2022件耐震改修の申請件数耐震改修が必要な建物

000件耐震補強設計の申請件数耐震補強設計が必要な建物

4363件耐震診断の申請件数耐震診断が必要な建物

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき、現行の耐震基準が施行される前に建築された建築物の耐震診断・改修を促進する事業。
市民に対して建築物の耐震性確保についての啓発を図り、木造住宅及び耐震診断が義務付けられた大規模建築物の耐震改修等の費用の一部を補助することで、地震が起
こった際の建築物の被害や倒壊等による人的被害を減少させる。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成23年度～

根拠法令

条例等

建築物の耐震改修の促進に関する法律ほ
か

１．基本情報

所属 建築指導課

2054 － 建築物耐震改修促進事業

2．くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり）

3．快適生活の基盤づくりの推進

1．良質な住環境の整備

①市営住宅等の長寿命化や土地区画整理事業による住環境の整備を進めるとともに、
 建築物の耐震化などの支援等を通じ、住環境の安全性向上に努めます。

②利用者の視点に立った多様なニーズに対応した公園づくりを進め、緑地の充実を図る
とともに、地域住民と連携した維持管理を推進します。

①市民 ①安心して住宅に住めるようになる

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

08 土木費

01 土木管理費

02 建築指導費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

↑
拡充

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 231-01

霧島市耐震改修促進計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 2,2401802,156

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

1,120901,078

000

000

000

1,120901,078

・木造住宅の耐震化を促進するために、市民ギャラリーや地区を決めて重点的にチラシを配布す
ることで木造住宅の耐震化についての普及啓発を行った。
・木造住宅の耐震診断の費用の一部を助成することで、木造住宅3棟の耐震性の確認ができた。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図



（２）令和8年度以降の改革改善内容（取り組むべき課題）（１）今後の事務事業の方向性

目
的

妥
当
性

この事業を市が行う必要があるか？ 税金を投入して達成する目的か

廃止・休止の影響はあるか

この事業の目的は、基本事業の目的、取組方針に結びついているか

R8（見込）R7（見込）R6（実績）

６．評価結果＜ (Action-PLAN) ＞

３．事業費推移 ４．令和7年度の実績・成果

５．振返り＜SEE (check) ＞

公平・公正である

削減できない

削減できない

向上する余地はない

影響がある

市が実施することは妥当である

結びついている

25

事業及びコストの方向性が「維持」の場合は、改革改善内容の記載は不要としています。

10200件改善（解体含む）された件数管理不全空家を改善してもらう

18151815件改善（解体含む）された件数特定空家を改善してもらう

29272721件解体を行った件数（補助金を活用し解体し
た件数）

解体を行う

151100件管理不全空家の件数管理不全空家

283024件特定空家の件数特定空家

807510099件老朽化した危険な空き家の件数（撤去補助
の相談件数）

老朽化した危険な空き家

２．事務事業の事業概要・目的・指標＜Do＞

空き家対策の普及啓発を図り、倒壊のおそれのある空き家については、指導や解体費用の一部を補助することで、周辺の道路や住宅地などに影響を及ぼすおそれのある空
き家の発生を抑制する。

①　事業（成果）の方向性

②　コスト（予算）の方向性

　対象(誰に、何を対象にしているのか) 対象指標(対象の大きさを表す指標)

意図(対象をどうしたいのか) 成果指標(意図の達成度を表す指標)

ア

イ

ウ

ア

イ

ウ

事務事業のやり方（DX・外部委託等）を工夫することで、業務時間を削減できないか

事務事業の手段を工夫することで、事業費を削減できないか

補助金など、交付先に働きかけて市の負担を削減できないか

成果が向上する余地（可能性）はあるか

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていないか

また、受益者負担の公平性が確保されているか

有効性

効
率
性

公平性

R8（予算）R7（決算）R6（決算）

③

②

①

⑥

⑤

④

⑦

単位

単位

事業期間
平成27年度～

根拠法令

条例等

空家等対策の推進に関する特別措置法

１．基本情報

所属 建築指導課

2058 － 空家等対策事業

2．くらし（みどりあふれる快適で暮らし続けたいまちづくり）

3．快適生活の基盤づくりの推進

3．計画的な土地の活用と良好な景観づくり

①社会情勢の変化に適応した、適切な土地利用の規制・誘導や景観条例等の制度啓発
により、利便性の高い安全・安心な都市形成を推進します。
②管理不全空き家の所有者に対する指導を行うとともに、老朽危険空き家の解体撤去に
関する補助制度の周知強化と危険廃屋の撤去を促進し、周辺住民の安全を確保します。

  ①市内の土地・まちの景観
②市内の空き家

 ①適切に利用される
 ①良好に保たれる

②適切に管理される

対象（誰・何を） 意図（どうしたいか）

01 一般会計

08 土木費

01 土木管理費

02 建築指導費

会計

款

項

目

予

算

科

目

関連計画

→
維持

→
維持

令和7年度　事務事業評価シート 233-01

霧島市空家等対策計画

R7（実績）

R8（目標）R7（目標）R6（実績） R7（実績）

財
源
内
訳

事業費(千円) 8,2197,9066,336

一般財源

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

5,2195,0494,393

000

000

000

3,0002,8571,943

・老朽化した危険な空き家の解体を促進するため、除却費用の一部を助成し、27棟の老朽化した
危険な空き家が解体された。
・エンディングノートを更新し、窓口等で市民に配布した。
・広報きりしま12月号の空き家特集で市民へ空き家を放置するリスクの再認識及び撤去補助の
周知を行うことができた。
・空き家の啓発チラシを更新し、固定資産税の納付書と一緒に配布した。
・空き家無料相談会を実施し、９名の空き家所有者等に対して各方面の専門家より適切なアドバ
イスを行うことができた。
・法改正により新設された管理不全空家を導入し、2件の改善に結びついた。

事務事業名

政策名

施策名

基本事業名

基本事業の

内容

(総合計画より)

基本事業の

対象・意図


